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1．はじめに

グローバリゼーションと

新膜国の DAC加盟

ー韓国と中東欧諸国の事例から一

鄭微民

いわゆる新典ドナー1は、実は決して新しい存在ではなく、それぞれの長い歴史を持

つ(Walzand Ramachandran 2011 : 5)。経済協力開発機構開発援助委員会

(Organisation for Economic Co-operation and Development, Development 

Assistance Committee：以下 OECDDAC)の加盟国（いわゆる在来ドナー）以外の国か

ら他国への開発援助活動は、第 2次世界大戦以降から数多く行われてきた(Mawdsley

2012:5)。より最近になって、新興国の経済発展に伴い、開発援助に投入される金額も

拡大し(Kharas2009:2)、その影響力を意識して、敢えて「新典ドナー」という名称を

付けて、議論がなされるようになってきた (Rowlands2012:630)。

OECD DACは OECD内の開発援助に関する協議をするための委員会である。

OECD DACはOECDが掲げる民主主義、自由市場経済、人権尊重等の価値を共有し

ながら援助活動を行う富裕国の集まりであり、 OECDDAC加盟国は援助の相互審査

(Peer Review)を通じてこの価値を強化する(Ashoff2013:1、Kragelund2008:580、

Mahon and McBride 2009: 86)。一方、一部新興ドナーが受入国の人権侵害、環境破

壊、住民への被害など援助から派生しかねない問題を顧みず、供与国の資源獲得や他

の国益追求と、供与国と受入国との友好関係のみを目的に援助を行う「ならず者

(Rogue)ドナー」という批判がある(Naim2007 :95)。このような批判は中国、インド、

サウジアラビアなど大国で相対的に援助資金が多額である国を主な対象としてなされ

てきた(Naim2007、 Brautigam 2009)。しかし、新典ドナーは一枚岩ではなく、新典

ドナーの中でも自ら今までの OECDDACの規範を意識し、それに近い援助体制を整

え、 OECDDACに新しく加盟した国々が存在する。 2000年代以降、 2010年に韓国、

2013年にアイスランド、スロバキア、スロベニア、チェコ、ポーランドの 6カ国が

OECDDACに加盟している。本稿は新輿ドナーのいわば「在来ドナー化」について考

察を行うことを目的とし、本稿の分析対象として韓国、スロバキア、スロベニア、チ

1新典ドナー(Emergingdonor)という表現にはまだ議論がある。 Mawsley(2012)に

よると Emergingdonorは西洋中心的な表現で援助のような(Aid-like)活動を行って

いたドナーは非西洋側からみれば新興 (Emerging) ではないからである。これ以外

にNon・DACドナーや Non-traditionaldonor、Newdonorなどの名前を付けられる

ことがあるが、日本語では一般的に新興ドナーという表現が使われてきた（下村他

2013、近藤 2014、小林 2007）。本稿では新典ドナーという表現を使い、この意味は

DACに加盟していないドナー活動をしている国を示すこととする。

16 



グローバリゼーションと新典国の DAC加盟

ェコ、ポーランドの 5カ国に焦点を当てる先

本稿は国際政治経済の変動がこの国々の OECDDAC加盟にどのような影響を与え

たのかに関する今までの議論を踏まえた上で、対象新典国の歴史的な背景と 1980年

代半ばから始まり冷戦後、本格化したグローバリゼーションによる政治経済的変化が

2000年代以降、新興ドナーの OECDDAC加盟にどのような影響を与えたのかを検討

する。これまで新典ドナーの OECDDAC加盟に関する説明において、各国の政治的

ステータスや外交的影響力の向上という主観的意図の側面での分析は多数なされてき

た。グローバリゼーションは 1980年代から冷戦後にかけて、新奥国の経済・社会的

変化及び援助政策にも影響した重要な要因であるにもかかわらず、これに関する本格

的な分析はまだなされてない。本稿はグローバリゼーションが OECDDAC加盟新興

諸国に及ぼした影響に注目し、分析対象国の共通点と相違点を明らかにする凡

2先行研究と分析方法

2.1先行研究

援助政策に関する研究は、援助の目的、政治経済的影響、援助効果性などについて

幅広く行われてきた。その中でもドナー国の援助の目的、内容の変化に関する分析は

政治的な側面から行われてきたものが多い。特に援助政策は外交政策として扱う国が

多数存在するため、援助研究に関する分析は国際的要因を中心になされてきた。もち

ろん国内的要因と国際的・国内的要因の両方に関する分析も比較的少数ではあるが存

在する。

国際的要因に関する分析は 1980年代までに OECDDACに加盟していたドナー国

などを中心に行われてきた。このような研究の多くは援助を対外政策として認識し、

安保、旧植民地との関係、資源確保などと援助政策の関係を分析してきた(Alesinaand 

Dollar 2000、Hooket al., 1998、Sato2005)。援助政策に関わる国内的要因の分析は、

国内で援助がどのような政府システムの下で組織されているか、その目的を定める法

律や大綱の内容はどのようなものであるか、そして国内の政策決定に影響するアクタ

ーである市民社会や有識者の影響力はどのようなものなのかなどに注目している c こ

のような取り組みは複雑な援助システムを持つ日本と、外交政策だけでは援助政策の

背景や目的を説明しきれない新奥ドナーに多くみられる。 Rix(1980)、Arase(1995)は

官僚制の下、複雑なシステムを持つ日本の援助の背景と目的を検討し fこまた

Lancaster(2007)は主要 DAC国の国際的要因と国内的要因を両方とも取り上げてい

る。

新輿ドナーに関しても、国際的要因と国内的要因に関するアプローチはそれぞれ存

在する。新典ドナーの OECDDAC加盟に関する研究は、韓国と中東欧国を中心に行

2 OECDが設立された 1961年から OECD加盟国であったアイスランドは既に 1960
年代にも先進国であったと判断し、この議論の対象外とする。アイスランドは、その

他の条件でも人口 100万以下の小国であり、アイスランドと類似な条件を持つルク
センプルクの DAC加盟は 1991年で、同じぐらいの経済レベルの EU国に比べ（殆ど

のOECD・ EU同時加盟国は 1960-1980年代に DAC加盟済）比較的遅い DAC加盟を
果たした。

3 本稿の分析は歴史的、地理的な背最から東アジアに位置し、冷戦時自由主義連合に

属していた韓国と中東欧に位置し、旧社会主義国であったという共通点を持つ中東欧

4カ国（スロバキア、スロベニア、チェコ、ポーランド）に区分して行う。
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われてきた。まず、国際要因に関しては欧ヽ州連合(EuropeanUnion、以下 EU)加盟国

にとって OECDDAC加盟は EU内での地位向上、在来ドナー国の仲間入りという意

味を持つ(Lightfootand Szent-Ivanyi2015: 171)とされている。韓国については、そ

の OECDDAC加盟の目的は、国際的地位の向上であると、多くの研究で指摘されて

いる。先進国と途上国の架橋としての意義(Kim2011 : 816、Chunet al.,2010: 799)、

国際的地位向上（近藤他 2012:97)、そして先進国の仲間入りのため（近藤 2013:14)な

どがそのような目的として取り上げられている。このように新典ドナーはそれぞれ政

治的影響力向上と地位向上のために OECDDACに加盟したということが今までの主

な解釈である。新典ドナー研究の間でも、各国の国内事情や援助政策の性格によって

分析方法に相違がみられる。 EU国の分析に関しては、援助を外交政策として取り扱

い、国際的要因に注目する見方が多い半面(Carbone2007、Lightfootand Szent-Ivanyi 

2015)、韓国に関しては援助が外交政策と同時に経済政策でもあるという多面的特性

を持つために日本のように、国内的要因も分析において相対的に重要視されてきた

(Kim 2011、Kimand Kang 2015、イ 2003)。

本稿はこのような議論を踏まえ、なぜ新典諸国が DAC型モデルヘの接近を経て、

OECD DAC加盟という方向に進んだのかを新興国の冷戦後の歴史とグローバリゼー

ションの過程から説明する。新典ドナーにとって、 OECD国と EUに加盟していく過

程の中で、在来ドナーのコミュニティによる援助はどのような意味を持ち、実際の援

助政策を立ち上げ、変化させて行く過程でどのような影響を及ぼしたかを検討するこ

とで、新興ドナーがなぜそのような援助体制を形成し、 DAC型モデルに近い援助モデ

ルを形成していったかを明らかにする。分析方法として韓国と中東欧 4カ国の背景の

説明や政策の進展のために国内的要因も考慮するが、主に既存の議論が十分でなかっ

たグローバリゼーションという国際的要因を中心に検討を行う。

2.2分析方法

2.2.1 DAC型援助モデル

援助モデルに関しては数々の研究が行われてきたが、はっきりとした「援助モデル」

の定義を決めた研究は少なく、近藤 (2014:91)は「類似した援助国グループの間で特

徴的な援助政策・システムに関する志向性を広く示す」と定義し、政策やシステム的

類似性をモデルの分類基準としている。今までの先行研究ではドナーモデルは DAC

型モデル、アラブモデル、南モデル(Southernmodel)などがあるが、 ドナーモデルの

殆どが DAC型モデルを標準とし、 OECDDACの援助との相違を説明するものが多

数である。本稿の議論対象である DAC加盟を果たしたドナーを説明するためには、

まず、 DAC型モデルがどのようなものかを確認する必要がある。

Manning(2006)は DAC標準に沿った援助の特徴として、 DACなりの ODAの定義

に合致する援助、援助のひもなし化、グッド・プラクティス(DACの基準であるパー

トナシップ、環境評価など）、パリ宣言の項目（オーナーシップ、アライメント、調和

化、成果マネジメント、相互説明責任）をとりあげた。近藤(2014)も理念型的 DACモ

デルをパリ宣言やアクラ行動計画内容を参考にし、オーナーシップ、アライメント、

調和化、成果マネジメント、相互説明責任を重視する援助であるとしている。このよ

うな先行研究からは、 DAC型モデルはパリ宣言の 5項目の理念がその核に存在して

いることが分かる。ただ、このようなモデルそのものは理念型であり、完璧にこれに

沿ったドナーは現実には存在しない。実際には DACの加盟国の中でも援助の内容や

方法には相違があり、 DAC内でも少なくとも 2010年代初頭までのイギリス・オラン
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ダ・北欧諸国は DAC内の規範形成を主導していて（近藤 2014:92)、その他のドナー

より DAC型モデルに近いと思われている。

新興ドナーであり、かつ DAC型モデルに近いドナーは、将来 DACに加盟する可能

性が高い国で(Walzand Ramachandran 2011、近藤 2014)、DACの理念型に近い援

助体制を構築、 DAC規範を意識し援助を行う国であると考えられる。 DAC型モデル

の援助をする新典ドナーは OECD加盟国でまだDACには加盟していない国や EU国

でEUから開発援助政策に関して影響を受けた国である場合が多い。本稿の議論対象

である韓国、スロバキア、スロベニア、チェコ、ポーランドも DACに加盟する以前、

DAC型モデルに近い新輿ドナーであった。これらの新興国が DAC型モデルに近付い

た背景は 1980年代半ばから始まり冷戦後に更に進んだグローバリゼーションの進行

と関係している。

2.2.2グローバリゼーション

グローバリゼーションの定義は様々な領域の多数の学者により行われているが一

つの明確な定義は存在しない。 Steger(2005:13)は「グローバリゼーションは世界規模

の社会の総合依存と交流が発生し、増加し、拡大し、強化され、地域的な出来事と遠

い地域での出来事との関連が深まっていくという人々の意識の高まりの促進であり、

一連の多次元的な社会的過程を意味する」と定義した。 Baylisand Smith (2005: 8)に

よるとグローバリゼーションは「社会間の総合連携が増大する過程、即ち、世界の一

部で起きていた事件が遠く離れている人と社会に大きい影響を及ぼすこと」を意味す

る。即ち、グローバリゼーションは国内だけではなく、国境を越え、遠く離れた地域

まで相互依存と影響力が拡大するような現象である。これらは社会、経済、政治、文

化、情報、制度など多様な領域でその概念をとらえることができる（大坪 2009:17)。

この広い領域にわたるグローバリゼーションという現象に関して、本稿の議論に特に

重要なのは、各国の社会・経済、制度の発展とグローバリゼーションとの関係である。

本稿では、中でも、後発諸国は経済的、社会的な発展の方式においてグローバリゼー

ションによりどのように影響されるのかという問題を取り上げていく。

グローバリゼーションを議論するにあたって、近代化及び西洋化との関係が議論さ

れるべきであろう (Baylisand Smith 2005: 11 ・ 12)。Scholte(2002:12)は「グローバリ

ゼーションの性格を「西洋化(Westernization)」と理解する定義が存在する」と指摘す

る。グローバリゼーションを国際化の特定なタイプの一つである近代化（資本主義、産

業化、合理主義、都市化など）が世界に広まり、元々存在していた文化と地域、民族的

な決定プロセスを希薄にしていくという見方である。産業化を経験する全ての経済で

経済成長が一つの類型に従うという Rostow(1960)の主張も、国境を越えたグローバ

リゼーションと近代化・西洋化をある程度同一のものと見なす議論として捉えること

もできる。このような解釈から近代化と産業化を達成した後発国家もグローバリゼー

ションにより既に西洋諸国を中心に作られている制度・システムの中に合流するよう

な現象が起きると考えることができる。

EUやアジア太平洋経済協力(Asia-PacificEconomic Cooperation: APEC)のような

地域主義の動きもグローバリゼーションとともに強化される現象が起きた。この地域

主義とグローバリゼーションの関係は単純ではなく、この関係に関する解釈には様々

な異見が存在する。ブロック経済という特徴から地域主義をグローバリゼーションと

は相反するものとして認識する見方がある(WorldBank 2005)。しかし 1980年代後

半以降の地域主義は冷戦の終結以降、グローバリゼーションヘの対応という側面が強
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かった。経済統合という側面で以前より開放度をあげ、その領域も経済に限らず社

会、文化などに拡大する傾向があったのである(Christiansen2005)。このような背

景からは地域を越えたグローバルな構造の一部として地域主義も存在し得るという指

摘もある(Hettne1997)。一方で、地域主義をグローバリゼーションの効果を管理す

る対応手段の一つとしてとらえる見方もある(Gorden2006:9)。グローバリゼーショ

ンにより自由になった資本の流れを効果的に統制する手段を見つけられていない国家

という主体にとって地域主義がそれを補完する一定の統制力を持つ手段であるという

ことである。

本稿で注目する地域主義は主に EUと旧社会主義国である中東欧諸国の関係であ

る。 Gorden(2006)によれば、 EU諸国の社会にはグローバリゼーションに反対する

労働部門や市民社会の動きも存在するものの、 EU国の多数はグローバリゼーション

そのものに反対するより、グローバリゼーションを受け入れつつ、 EUを利用しグロ

ーバリゼーションを対応可能な範囲におくことを目指した。このような見方からは

EUはグローバリゼーションの効果の管理のためという目的を持つ。しかし、中東欧

国の EU統合の過程は社会主義から資本主義体制へ体制移行がその中核で、グロー

バルな価値である資本主義と民主主義の定着を目指したものであった。既存の EU

国にとっての冷戦後 EUの地域主義はグローバリゼーションに関する管理と統制の

側面が大きかった半面、中東欧諸国、即ち体制移行を経験した国にとって EUの意

味は民主主義と資本主義という価値と体制を取り入れて行くグローバリゼーションの

一歩であった。 EUの体制を受け入れて行くことは、すなわちグローバリゼーション

の最も基本的な部分で西洋主導の世界システムに統合していくことを意味していたの

である。

大平(2009:30)はグローバリゼーションの波が 1980年代半ばから始まり、「この時

期の一番の特徴は海外直接投資(FDI)主導の輸出拡大、多国籍企業による国際生産・

流通ネットワークの拡大とともに、多くの開発途上国が自ら貿易自由化、投資・金融

の自由を推し進め、世界経済との統合を開発戦略の核に据えたことである」と指摘す

る。 2000年代以降 OECDDACに加盟した 5つの新典諸国はこのグローバリゼーシ

ョンにより貿易の自由化、市場化などを求められ、自ら参加していった国々であっ

た。

2.2.3既存レジームヘの参加

グローバリゼーションによるレジーム4に参加し既存のレジームの中で行動する規

範受容者(Normtaker)、そして参入せず自ら新しいレジームを作成しようとする規範

設定者(Normmaker)が存在する。その一方で、そのレジームにあまり関係なく、比較

的独立に行動するアクターもある。これまでの先行研究によると、援助において、大

国のアイデンテイティを持つ中国やインドのような国は規範設定者としての潜在性を

持ち(Reilly2012、近藤 2014:96)、産油国は既存の民主主義、人権、ガバナンスなど

を重視するOECDレジームに参加してこずに(Bermeo2011:2023)独立に行動する。こ

の中でミドルパワーである国は大国として国際レジームを変える力はなく、既存のレ

ジームの規範受容者になることで自らの利益を最大化しようとする（近藤 2014、Kim

2014)。Saxer(2013: 411)は韓国のOECDDAC加盟がその「ミドルパワー」としての

4 Krasner(1983:2)はレジームを「アクターの期待が収倣する明示的あるいは暗黙の原

理、規範、意思決定手続きの組み合わせ」と定義した。
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役割の向上のためである」とも指摘する。大国であれば既存の体制に参加していくこ

とのメリットが大きくないが、ミドルパワー国はインタナショナリズム

Onternationalism)に基づく対外戦略を行うことが特徴であり、援助はこのような戦

略の一部をなす(Kim2014)。本稿の対象国である5カ国の中で、韓国とポーランドは

ミドルパワーとして認識されており (Kim2014、Spero2004:59)、この中堅国として

の外交政策から規範受容者の条件を備えている。スロバキア、スロベニア、チェコは

その国の規模が相対的に小さく、ミドルパワーと認識するには難しい部分が存在する

が5、これらの国々は、いっそう規範受容者として振る舞うほかなく、 EUの統合とい

う作業に積極的に参加していったという背景から既に1990年代から規範受容者とし

ての特徴を備えていた背景がある。

3現代援助の歴史

3.1 DACを中心とした歴史

新典ドナーが DAC型モデルに接近し、 DAC加盟していったことを理解するために

は今までの OECDDACを中心とした歴史を検討し、今の DACモデルがどのように

形成されてきたのかに注目する必要がある。対外援助について特徴的なことは「ある

国から他国へと金銭的な価値があるものが等価交換ではな<、-国に有利な条件で移

転されること」 6である。現代的概念の援助は第 2次世界大戦後、米国が欧朴1復興のた

めに実施したマーシャルプランから始まった(Riddell2007:24)。現代の援助は人道的

目的や外交的目的及び、冷戦によるイデオロギー対立の影響を受けた。特に米国の援

助にはソ連との間のイデオロギー対立が色濃く反映されており、途上国に米ソのイデ

オロギー対立が持ち込まれ援助合戦が繰り広げられたのである（大平 2008=36)。この

ような流れの中、西側の開発援助の「出し手」は先進国すなわち DAC国の政府と国

際機関であり、主要な援助国の援助政策を調整していた場が OECDDACであった。

OECD DAC の前身は 1960年に米国の提唱で発足した欧州経済協力機構

(Organization for European Economic Cooperation : OEEC)の中の開発援助グルー

プ(DevelopmentAssistance Group : DAG)で 1961年 OECDの設立に伴い、 DACと

いう名前でその委員会の一つとして吸収された（下村 2011: 107)。

1960年代にはアフリカ諸国の政治的独立もあり、南北の経済的格差問題が浮き彫

りになる。 1961年にケネディ大統領が第 1次国連開発の 10年を掲げ、途上国の平均

5％以上の GNP実質成長率の達成を目指すという計画を立てるなど、開発に向けた国

際的な機運が強まった。 1970年代になると経済成長だけではなく社会開発に関わる

5 チェコに関してはミドルパワーであるか否かに関する議論がある(Cabada2005)。

6 援助の定義を Riddell(2007: 1)は「ドナーから受入国へ物理的な物、技術、ノーハ

ウ、資金贈与、借款など全ての資源が移転されること」、下村(2011:15)は「様々な担

い手による資金、技術、財、サービスなどの途上国への『移転』として把握される」

としていて、 OECDDAC(2008)の ODA(Official Development Assistance) の定義

によると①資金の出し手が政府または地方政府、政府機関であること、②その目的が

途上国の経済発展や福祉向上であること、③グラント・エレメント (Grant
Element:GE)が25％以上であることのこの三つの条件を満たす DAC国から途上国

への資金である。これらの定義からこのような対外援助はこのような意味を持ってい

るとみられる。この流れの中に民間や非政府団体(NGO)など政府外のアクターを含

める場合もあるが、本稿では基本的に国から国への流れに限定し考える。
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「BasicHuman Needs」が世界銀行や国際労働機関 (InternationalLabour 

Organization :ILO)を中心に提唱された。しかし 1970年代、オイルショックは世界中

の経済、その中でも特に石油を生産しない途上国に大きい打撃を与えた。この不況に

より債務を返済できない重い債務を負った貧困国の問題が 1980年代に課題となって

くる。 1980年代に国際通貨基金 (InternationalMonetary Fund：以下 IMF)と世界銀

行は構造調整政策を通じてこれらの国々の経済再建を目指したが、あまり有効な成果

は挙げられなかった。これは結果的に援助疲れにつながり、援助を行っても効果がな

いのではないかという疑問も強まった。さらに今までの反省もあり 1990年代には援

助の方向転換が促され、それまで経済成長と貧困削減の両方を追求してきた国際社会

はまずは「貧困削減」を優先課題とすることになる。ミレニアム開発目標(MDGs)はこ

のような背景により「貧困削減」を重視して作成された(Riddell2007)。

3.2 DAC以外のドナーの歴史

今まで現代的援助の歴史は主に西側諸国を中心とした OECDDACの援助を中心に

語られてきた互しかし、これはあくまで冷戦時、自由主義陣営側のドナー国だけの歴

史である。実際、援助に類似した活動は途上国間同士やソ連を中心とした社会主義国

家によっても行われていた。このような新典ドナーあるいは、非 OECDDAC諸国の

援助の変化を歴史的な文脈から検討する。

OECD DAC諸国以外の援助として影響力が一番大きかったのは冷戦の下、ソ連を

中心とした社会主義国のグループである経済相互援助会議、コメコン(Councilfor 

Mutual Economic Assistance : COMECON)8による援助である。これには開発援助と

同様の活動も含まれていたが、軍事支援もかなり多くの割合を占めていた。コメコン

による援助は主に社会主義というイデオロギーの維持拡散、社会主義諸国と途上国と

の貿易活性化のために行われた (Mawdsley2012:49)。本稿の分析対象国である中東

欧 4カ国も、 1960年代から 1970年代社会主義国の中で急速に経済成長し、冷戦時に

は主にドナー国として役割を果たしていたという歴史を持つ。またコメコンのメンバ

ーではなくても準加盟国などの形で様々なドナーが社会主義という価値の下で活躍し

た。 (Lightfootand Szent・Ivanyi 2015:52)。

その他にもアラブ諸国も長いドナーとしての歴史を持つ。アラブ諸国は 1960年代

から援助活動を行っており、 1973年まではその規模があまり大きくなかったが、 1974

年以降はオイルショックによる石油価格の高騰で相対的にその規模が大きくなった。

1970年代から 1980年代までのアラプ諸国の二国間援助はローンよりグラントを重点

的に提供、イスラム的価値に従いひもなし援助を行ってきた(Mawdsley2012=66・67)。

インド、エジプト、ガーナ、インドネシアなど非同盟運動に加盟していた国々も協

力活動に参加していた。これは主に「互恵、不干渉の原則」に則り、対等な立場での

7 Riddell 2007、Arase2005、Jollyet al, 2005など多くの援助研究者はこれまでの

援助の歴史として国際機関や DAC諸国を中心に整理している。

8 1949年ソ連の主導下に設立されブルガリア、ハンガリ、ポーランド、ルーマニ

ア、チェコ、ソ連の6つの国家経済統合組織を始めに、以降、 1949年にアルバニア、

1950年東ドイツ、 1962年モンゴルが加盟国となった。 1961年アルバニアは脱退し、

1972年、キューバ、 1978年ベトナムが加盟、 10カ国連合になった。準加盟国として

ユーゴスラビア、北朝鮮、アフガニスタン、アンゴラ、エチオピア、モザンビーク、

中国が参加した（キム2015)。
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協力活動を強調した。 1962年カイロ会議で「経済発展の問題」を G77が主張して以

降、国連も南南協力支援するなど、途上国同士の南南協力はこの時期からすでに注目

されてきた(Mawdsley2012=62)。1970年代にはこのような非同盟運動諸国が外交的

な発言権を高めようと努力した時期である。本稿の対象国の一つである韓国は非同盟

運動の加盟国ではなかったが、 1960年代から援助を始めていた。 1960年代から 1980

年代まで分断という韓国の特殊な状況を背景に援助は冷戦下、「Korea」としての正当

性を諸外国に認めさせるための外交競争の手段として使われた(KOICA2008:402)。

4グローバリゼーション進展と新興国

4.1 OECDとEU加盟の意味：グローバリゼーションによる先進国への方向性

1980年代半ばからのグローバリゼーションの特徴は途上国まで取り入れた貿易・

投資・金舷の自由化であり、このような経済的流れを先頭で主導したのは WTO、IMF

などの国際機関であった(Scholte2005)。この過程の中で、 OECDは OECDの伝統的

な価値である民主主義、市場経済、人権尊重などの全側面にわたって、世界の価値基

準を OECDと同じものに共通化するという志向性を持っていた。これは EUも同様

で、 EUの価値基準とそのシステムを地域内で共通化する狙いを持つという特徴があ

る。多くの国際機関の中で、本稿で特に OECDとEUに注目する理由は、韓国と旧社

会主義国家であるスロバキア、スロベニア、チェコ、ポーランドの 4カ国が各自この

二つの機関（韓国は OECD、他の 4か国は双方）の価値基準を受け入れ、その基準に合

わせ自国も共通化に応じるように努力していったという背景が存在するからである。

これは世界の価値基準に自国を合わせて行くという側面で、グローバリゼーションの

一過程であり、この過程は各国の国内にも大きい影響を与えた。

OECDは長い間「先進国クラブ」とも呼ばれてきたように 1980年代まで、その発

足以前から民主主義体制をとり、経済発展水準が高かった国の集まりであった。しか

し、 1990年代になると新典諸国のうち、 OECD諸国に近づいたと見なされた国々は

既存の先進国から OECDに加盟するよう呼びかけられるようになる。韓国は 1980年

代に新興工業国として成長し、このような呼びかけに応じ、 1996年に OECDに加盟

した。他方で、 EUは本質的に経済、政治的地域共同体を目指すために OECDより細

かい規範を持っているが、 OECDの前身が OEECで、数多くの OECD諸国が同時に

EU国であるという側面からその経済、社会システムに関する基準は OECDと共通し

ている部分が多いという背景を持つ。いうまでもなく EUも基本的に人権、自由民主

主義、法による支配を基礎価値として定めている(Schimmelfennigand Sedelmeier 

2005:29)。冷戦期イデオロギー的に二分されていたヨーロッパは、冷戦の終結により、

一つのイデオロギーの下にどのように新しい域内国際関係を形成していくのかという

課題に直面する。特に、政策決定者たちは中東欧をどのように西欧と同じ方向に導い

ていくべきなのかという具体的な問題に直面した(Cox2005=149)。域内の旧社会主義

諸国は冷戦後の資本主義への体制移行のため国際機関や EUからの支援を受けた。そ

の後、この国々は EUに加盟する形で統合され、政治・経済の価値基準やシステムの

形成は既存の EU国から影響されることとなった。

このように 1980年代半ばから始まったグローバリゼーションと冷戦の終結は 1990

年代になると国家主導で発展してきた韓国と、旧社会主義国であった中東欧諸国（スロ

バキア、スロベニア、チェコ、ポーランド）にこれまでの開発戦略や経済、社会システ

ムの変化をもたらした。いうまでもなく、これらの国は歴史的、地理的な背景から東
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アジアに位置し、冷戦時自由主義連合に属していた韓国と、中東欧に位置し、旧社会

主義国であった 4カ国では相互に違いがある。中東欧 4カ国は共通して社会主義から

資本主義への体制移行のために EUから資金協力や制度構築などの支援を受けた。そ

して 1995年（チェコ）、 1996年（ポーランド）、 2000年（スロバキア）、 2010年（スロベニ

ア）に OECDに加盟、2004年 EU及び 2013年OECDDACに4カ国が同時加盟した。

韓国は 1996年に OECDに加盟、 2010年に OECDDACに加盟し、本稿の分析対象

の5か国は相互に近い時期にグローバリゼーションの影響を受け、 OECDに、そして

その後 OECDDACに加盟した。

OECDとEUは民主主義、法による支配、人権尊重、自由市場経済など様々な目的

とその目的のためのシステムを構築している。その加盟国はこのような価値や規範を

決め、守ることでグローバル秩序を生みだしているのである。この価値と規範は政治、

経済、社会の様々な分野に広く影響していて、各分野の特定領域に関して、 OECD諸

国の行動基準として考えることができるので、 1990年代以降に加盟した国にとって

は「先進国」たるべき標準を分かりやすく示す指標としての役割をする可能性がある。

OECDとEUは「開発国家」であった韓国、「旧社会主義国家」であった中東欧 4カ

国にとってこれから目指す先進国としてわかりやすいモデルであったのである。

4.1.1韓国

グローバリゼーションは OECD加盟以降の韓国の経済、社会にどのような影響を

与えたのか。韓国は第 2次世界大戦後、北朝鮮と韓国に分断されたという背景から

米国から安全保障、及び経済の次元で大きく影響を受けた。 1960年代から国家主導

の輸出産業の発展を中心に新興工業国として成長したが、この間、国家主導の開発戦

略の下で韓国の金融、貿易、投資などは相当に閉鎖的であった。一方、 OECDはそ

の目的の一つに「自由市場経済」を掲げていて、金融や貿易、投資などの部門の開放

に関する規範を持っていた。韓国の経済成長の成功と、それらの部門の対外開放を念

頭に、 1980年代後半から OECD加盟への圧力が米国および先進国から始まってい

た。 OECDに加盟するということは象徴的にはいわゆる「先進国クラブ」への加盟

であったが、そのためには OECD加盟国に求められる数多くの規範を守らなければ

ならなかった。それは今までの金融、サービスやその他様々な分野におけるシステム

をその規範に従って改正していくことを意味する。 1996年の OECD加盟と、直後の

1997年のアジア通貨危機による IMFの求める構造調整により、韓国の市場開放の程

度ははるかにあがった（ムン、チョン 2014)。このような一連の過程は、それ以降、

韓国の発展を OECD標準に向かうよう決定づけた側面がある。 OECD加盟以降、韓

国の政府内文書や政策評価報告書などは、政策評価や計画において OECDを基準に

提示することが一般的になった見援助に関しても OECD加盟以前は日本を基準とし

て参照している報告書が多数であったが、 OECD加盟後には、 OECDDACの規範や

援助方式、韓国の OECDDAC加盟に関する論文やレポートが多数、発行されるよう

になった児

9 パク(2007)、クォン(2012)、第 18代大統領職取次委員会(2013)など。
10 OECD加盟以前はナ (1989)、キム (1993)、OECD加盟以降はクォン(1999)、チ
ャン(2000)など。
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4.1.2中東欧 4カ国

EUは欧州諸共同体(EuropeanCommunities：以下 EC)を前身にしている。 ECは

1957年のローマ条約(TheTreaty of Rome)として欧州経済共同体設立条約と欧朴I原
子力共同体設立条約を署名、これによりヨーロッパ経済共同体が設立した。それ以降、

1987年の単一欧州議定書 (TheSingle European Act : SEA)に基づき、 1992年から

ヨーロッパの市場単一化を図ったが、これは経済の統合がその主な目的であった。

1991年の欧州連合条約(TheTreaty on European Union :以下マーストリヒト条約）

は経済及び社会政策、共同の外交及び安保、司法等国内問題など、経済を中心にして

いた ECの思想からより進んで、外交的・社会的な共同体構築を目指した。 1980年代

末のヨーロッパ統合の本格的な動きからの影響もあり、 1988年にはヨーロッパの域

内格差を減らすことを目的とする資金的ツールである構造基金(structuralfund)の改

革も行われた(Checkeland Katzenstein 2009、Laibleand Barkey 2006、Faragoand 

Varro 2016)。この統合政策は実際に格差縮小に役に立ち、地域とコミュニティの統合

に貢献したとされる(Faragoand Varro 2016:7)。このような努力を通じた EUの拡張

は西欧と中東欧の伝統的な境界線を薄めたとの見方もある。一部の中東欧国は市場経

済への体制移行に成功し、その後、高い経済成長を記録し、ヨーロッパの成長の原動

カの一つとなったのである(Fligsteinet al., 2012:15)。このようなヨーロッパの統合

に関して Fligsteinet al.，は次のように述べている。

過去の理論は EUの経済的統合が政治的統合と EUアイデンテイティ 11を

発展させていくと予想した。しかし実際には EUアイデンテイティは国家ア

イデンテイティの代わりになることはなかった。国家アイデンテイティは EU

市民の中に存在し、それとは別に EUアイデンテイティが形成されるように

なったのである(Fligsteinet al., 2012:2) 

このようにヨーロッパの統合は完全なるものではないが、一定水準の「アイデンティ

ティ」を持つほどには成果があった。中東欧の社会的・経済的システムは冷戦後に EU

の影響を多大に受け、 EUの価値基準に合わせるように発展した。中東欧諸国にとっ

て、冷戦終結後の国際秩序への統合は、まずもって西欧により形成された EUという

システムヘの参入を意味した。

4.2 OECDとEUの中の「援助」政策の位置づけ

OECDの目的は主に経済成長、貿易自由化、途上国支援の三つである。その一つで

ある途上国支援は重要な意義を持つ。 1961年の OECDの設立当時から DACは存在

し、西側先進国間の議論と、諸国際機関との協調に努めてきた。また、 OECDDACは

ガイドラインを定め、援助の相互審査(PeerReview)のシステムを設け、各国に関する

援助に様々な提言をしてきた。しかし、 OECDDACの規範はソフトロー(Soft-law)で

あり、拘束力は弱く処罰はできず、したがって法的義務を課すことができない(Paulo

and Reisen 2010 : 543、Kimand Lightfoot 2011 : 713)。OECDDACに加盟し、そ

の正当なメンバーであり続けることは、まずは今までの OECDDACの援助に協調し

11 Fligstein et al., (2012:7)は、集団アイデンテイティは「あるグループの人々が受

け入れる本質的で大事な類似性でそれにより彼らが集団のなかで連帯を感じられるよ

うな考えを意味する」と定義した。
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ていく各国の自発的意志にかかっていると言える。ただ、 OECDDAC加盟国は、ソフ

トローとはいえ、国際的に自ら表明した約束が前提にあるので援助額に関する負担を

負わなければならない。しかし、その負担に対して想定可能な利益は受入国との友好

関係や国際地位向上ではあっても、直接的な経済的見返りではないのである。

EUの開発援助をさかのぼれば、前身の ECの時代の 1970年代までは貧困削減を重

視したオランダや西ドイツと旧植民地地域への援助を重視したベルギー、フランスな

どに分散され、政策の一貫性は落ちていたものの、 1975年のロメ協定など旧植民地へ

の支援を重視する方が中心になっていた(Carbone20Q7:31)。EUの共同体的援助政策

に関しては 1957年締結したローマ条約の第 131条で「ECがベルギー、フランス、イ

タリア、オランダ、イギリスなどの国と特別な関係である非ヨーロッパ国の途上国及

び領士において協力関係を持つことに同意する」としており、これらの途上国と領士

の経済、社会そして文化発展を促すよう支援するとしている。この南北協力は 1970年

代までが一番盛んでいて、 1980年代半ばから 1990代末ごろまでは冷戦の終結により

中東欧国が ECから多額の援助を受けるようになった。 1993年のマーストリヒト条約

をもとに EUは対外政策の一部として援助を位置付けたが、この時期までも EUの開

発協力政策は冷戦やスペインやポルトガルの EC加盟により、主な援助の領域を中南

米まで広げるなど政策的一貫性を持つものではなかった。ところが、 2000年代に入っ

てから、 EUの開発援助は効果的な貧困削減、テロや移民などに関する安全保障問題

への対応、貿易自由化などにおいて統合・同質化に向かうようになった(Carbone

2007:34)。2000年、 EUとACP(ACP: African, Caribbean and the Pacific)の 77国

間で調印されてコトヌー協定は開発、貧困削減、貿易の包括的な内容を含んでいる 12。

このように EU自体は開発援助の一つのアクターとしてはその援助規模に比べ周辺的

な存在として認識されてきたが(Lister1997:6)、1980年代から 1990年代にかけ、中

東欧の EU統合過程では開発援助を含む政策・資金上の支援を行っており、世銀など

の国際機関と共に中東欧諸国に大きい影響力を与えた(Carbone2007:32、Lightfoot

and Szent-Ivanyi2015=54)。

5.新興ドナーの援助政策と OECDDAC加盟

5.1 OECD DAC加盟条件

OECD加盟国になることはその後、自動的に OECDDACにも加盟することを意味

するわけではない。しかし、 OECDは OECDDACに加盟していない OECD加盟国

を OECDDACのオブザーバー国として招待することなどを通じて、非 DACOECD 

加盟国の援助に関しても持続的に影響を与えようとしてきた。 2000年代に入り新典

ドナーの援助活動の規模が拡大し、既存の OECDDAC諸国も新典ドナーを OECD

DACの枠組みに組み入れる必要性を感じ始めた。このような背景から 2011年には

DACとDAC加盟国以外の援助アクターとの協調に関する DACグローバル関係戦略

(The OECD DAC Global Relations Strategy: GRS)が発表された。

2010年以降、 6カ国が新しく OECDDACに加盟していった背景にはこのような

OECD DACの既存の加盟国の姿勢の展開がある。 OECDDACの加盟条件は①適切

12 コトヌー協定は 1976年の EUとACP国との間のロメ協定 (LomeConvention) 

に替わるものとして合意された（渡辺 2003:35)。
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な援助戦略、政策、実施機関があること、②援助総額 1億ドル以上あるいは GNI比

0.2％以上であること、③評価システムを持つことの三つである。このような条件に

ついて OECDDAC加盟国からの審査を経て、加盟以降 OECDDACの規則を守ると

の約束が加盟のために必要である(OECD2004)。韓国は 2008年 DAC加盟に向け

て、スペシャル・レビューを受けた。韓国の場合、量的には既に DAC加盟基準を満

たしていた。質的には分散的援助システム、評価システムなどが不十分であると指摘

されたが、韓国は 2010年、 OECDDACの加盟を果たした。中東欧 4カ国の OECD

DAC加盟に向けてのスペシャル・レビューは 2007年から 2012年の間に行われ、加

盟のための条件を満たしているかどうかが検討されたが、これらの国々の場合も条件

を完全に満たせない場合でも加盟が確定した（パク 2015:14-15)。量的基準は明確であ

っても質的評価は曖昧な部分を含んでおり、殆どの場合、加盟条件を満たさなくても

加盟が可能であったのである(Lightfootand Szent-Ivanyi 2015)。

5.2韓国

既に歴史で述べたように韓国は 1960年代にドナーとしての援助活動を開始してい

た。しかし、本格的に援助を行う援助機関を設立したのは 1980年代後半以降で、新

典国として経済成長した結果、貿易黒字を記録したこともあり、他先進国から国際的

責任分担(BurdenSharing)を求められることになる。この時期、韓国が援助実施機関

を設置する上で日本から影響を受けたことはいくつかの先行研究で示されている。近

藤 (2013)は 1987年に対外経済協力基金(EconomicDevelopment Cooperation 

Fund :EDCF)が設立された時の日本の海外経済協力基金(OverseasEconomic 

Cooperation Fund.:OECF)の支援とその後の協力関係、イ(2003)は韓国国際協力団

(KOICA)が設立された時に国際協力機構(JapanInternational Cooperation Agency: 

以下 JICA)を参考にしたことを論文の中で明らかにしている。日本は 1961年から既

に OECDDACの加盟国であり、先進国相互の援助の調整と連携に長い間参加してき

た。 1980年代と 1990年代にかけて日本の主要援助対象国であった韓国、タイ、マレ

ーシアなど東アジア諸国が工業化を遂げるようになり、この国々では高い経済発展、

人間開発の進展などもみられた。このため日本はそれ以降も有償援助及び経済インフ

ラ整備を中心とする「経済成長を通じた貧困削減」アプローチが有効であるという意

識を持ち続けるようになる（高橋 2015)。一方、既に述べたように世界の援助コンセン

サスは 1990年代に、それまでの経済発展と貧困削減の双方の重視から「貧困削減」

を優先する方向へ転換した。ミレニアム開発目標(MDGs)がその転換の象徴だといっ

てよいであろう (Riddell2007)。韓国は日本をモデルにして援助実施機関を設立した

経緯もあり、両国はまず体制的な部分で有償援助実施機関と無償援助実施機関に分か

れている点で同様である。

1980年代後半からグローバリゼーションによる新典国としての責任分担、自由貿

易化、先進国クラブ加盟などの議論を経て韓国は 1996年、 OECDに加盟したが、

OECD加盟が即、援助政策の変化をもたらすことはなかった。 OECD加盟直後の 1997

年にアジア通貨危機が発生し、韓国も経済危機に陥り、財政がひっ迫したことも要因

の一つである。 2000年代に入っても援助規模や内容の側面で目立つ変化はなかった

のである（イ 2003)。変化が始まったのは 2000年代半ばであった。 2004年のスマト

ラ沖大地震及びインド洋大津波により近隣アジア諸国が大きい被害を受け、この時期

には通貨危機からの回復後であった韓国の国内では「OECD加盟国としての責任」、
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「先進国の手前にいる国としての自覚」などの意識が形成されるようになっていた13。

韓国政府は 2005年「対外援助改善総合対策」を発表、「援助体制を改善し、 2010年

頃を基準に OECDDAC加盟を検討する」と発表した（国務調整室 2005)。この文書で

は、 OECDDAC加盟の必要性の根拠は「OECDDAC加盟により国際社会から尊敬さ

れる中堅国家としてのイメージの向上と国際開発協力における適正な役割分担という

共同の義務を行う」ことにあるとしている。その上で「韓国は OECDの 26委員会の

中、唯一 OECDDACに未加盟」であると指摘し、OECDDACに加盟することで OECD

加盟国としての義務を十分に果たし、フル・メンバシップを獲得できることを強調し

ている。韓国の OECDDAC加盟はその他の新興 OECDDAC加盟国とは異なり、援

助機関や政策の整備において OECDDACや国際機関からの影響が少なく、自ら他ド

ナー国や OECDDAC加盟国などの援助を「学習」し（近藤他 2012:93)、 ドナー国に

なって行った点が特徴的である。先進国像を OECD標準によって形づくつていた韓

国にとって「先進国としての責任と義務を果たす」ことを実現するためには、 OECD

DAC加盟が必要不可欠なことであった。このような政府の DAC加盟努力を背景に韓

国は 2008年 DACのスペシャル・レビューを受け 2010年、 OECDDACの加盟国と

なった。

5.3中東欧 4カ国

韓国とは異なり、中東欧 4カ国は国際開発政策の策定時に EUや他ドナー機関、国

際機関から影響を受けた。冷戦後の援助体制の形成の当初から、韓国に比べて OECD

DACの中心である欧米諸国及び国際機関という在来のドナー・コミュニティの中心的

主体からの支援があった。在来のドナー・コミュニティは中東欧国の開発援助政策を

立ち上げる際に、 EUとOECDの原則と基準に近づくよう、手厚い能力構築支援を行

った。このような作業は中東欧諸国に OECDDACへの ODA統計報告、プロジェク

トサイクルマネジメント、効率の良い組織構成、入札と契約、モニタリングと評価な

どのドナーになるために必要な知識を共有させることを目的としていた。当時、中東

欧諸国の外務省はこの分野に関する専門知識をほぼ欠いていたため、このような支援

を歓迎した。様々な支援の中でも重要な二つのプログラムはカナダ国際開発庁

(Canadian International Development Agency：以下 CIDA)による ODACE(Official

Development assistance in Central Europe)プログラムと、国連開発計画(United

Nations Development Programme :以下 UNDP)の EDI(EmergingDonor Initiative) 

であった。両プログラムともトレーニングを通じた知識移転やメンタリングなど能力

開発を支援した。本論の分析対象の 4カ国のうち、ODACEプログラムはスロバキア、

スロベニア、チェコの 3カ国が、 UNDPの EDIプログラムは 4カ国全部が、支援を

受けた(Lightfootand Szent・ Ivanyi 2015)。

特に、援助国としての基礎を作るために EU加盟条件が決定的な影響を及ぼした

(Lightfoot and Szent・Ivanyi 2015)。EUは加盟条件として三つの原則、民主主義を保

障する安定した制度の有無、競争力を持つ市場経済体制の存在、 EUの法律的受容な

どを提示した。実際 EUは EU加盟候補国がこのような条件を整えたと判断した場合、

財政的支援の上、 EU加盟の機会を与えた。この財政的支援は中東欧の国々が EUの

加盟条件を満たす強力なインセンティブを提供し、そのことがドナー国として自らを

再編成する決定的なきっかけとなった（パク 2015)。特に EUの加盟手続き条件である

13朝鮮日報 2005年 1月 4日、「南アジア助けるのも訓練である」など。
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EU法のアキ・コミュノテール(AcquisCommunautarire)の対外関係 (External

relations)条項は通商政策、政治的政策、開発政策の三つの柱で構成されている。こ

れにより中東欧 4カ国は EU加盟のため国際開発政策を策定し、加盟条件を満たす必

要があった(Lightfootand Szent・Ivanyi 2015)。

しかし、 EUの影響力は加盟初期に一番強力に表れ、 EU加盟後は、政治的に開発問

題は優先順位が低いため、限られたプレッシャーを与えることだけが可能になった（パ

ク2015)。このような環境の中で中東欧諸国が OECDDACに加盟したことは国際的

地位の向上という側面でも意味があったが、何より新興ドナーから卒業し、完全なる

ドナーになったことに関する国際社会による認知という意味が大きかった(Lightfoot

and Szent・lvanyi 2015:171)。中東欧 4カ国は援助機関を設置する時から EUや国際

機関から影響を受けた結果、初期から DAC型援助に近い援助政策を形成、実施し、

これが OECDDAC加盟へと繋がりやすい要因となったという背景を持つ。

6まとめ

1980年代半ばから始まり、冷戦後本格化したグローバリゼーションは、先進国だけ

ではなく新興国にも大きい影響を与えた。グローバリゼーションと新興国の経済成長

は、先進国クラプである OECDに新典国の一部も加盟するきっかけとなった。韓国は

世界的なグローバリゼーションに応え、 OECD加盟を決めた。そして OECDの価値

と制度を「グローバル・スタンダード」として受け入れ、その基準に韓国の体制、シ

ステムを合わせて行くために努力したのである。 OECD加盟直後に発生したアジア通

貨危機の際の IMFの求める構造調整は韓国にとって OECDの標準にグローバル・ス

タンダードの範型を見出すことを決定づける一因となった。 OECDに加盟した後、援

助政策に関する韓国内の提言や比較にあたって参照する基準も OECDDAC及びDAC

諸国になる。政府内でも OECDDACに加盟することは OECDのフル・メンバシップ

を獲得し、先進国としての義務を果たすという認識が存在した。一方、中東欧諸国は

冷戦が終結し、 EUや国際機関から社会主義から資本主義への体制移行を条件に資金

支援を受ける。このような支援はこの地域を安定させ地域統合につなげるということ

を目指していた半面、中東欧諸国にとって、体制移行や EU加盟のために新しい制度

を受け入れることは、実質的に世界のスタンダードに自国を合わせて行くことを意味

し、従ってグローバリゼーションを受け入れる一歩であった。援助の側面でも政策の

策定から援助の実施まで EUや国際機関、 DAC ドナー国の支援を受けたという背景

から中東欧 4カ国の OECDDAC加盟は予想可能な結果であった。このように韓国と

中東欧諸国の新輿ドナーとしての背景は相違している。しかし冷戦後、本格的に始ま

ったグローバリゼーションから影響され、 OECDの民主主義、市場経済などの価値基

準を柱とした協調枠組みに参加した延長上に OECDDAC加盟国になったという共通

点がある。本論文はグローバリゼーションという大きい背景を分析の対象にしたので、

新輿ドナー研究では比較的大事である DAC加盟をめぐる国内要因の分析までは至ら

なかった。そのことは、韓国が中東欧 4か国と異なり、 EUのような地域での国際協

調枠組という媒介なしに OECDとDACへの加盟を果たした点を詳しく検討するうえ

でも重要となろう。この点に関しては今後の課題としたい。
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Globalization and New・DAC member countries 

-The cases of South Korea and the Central 

and Eastern European countries・ 

Hyomin JUNG 

Abstrac 

Globalization increased its influences after the Cold War, had a large impact on 

the emerging countries as well as developed countries. Newly Industrialized 

Countries and post socialist countries in Central and Eastern Europe, had be 

pressured to integrate the World order symbolized by the OECD and EU by 

globalization. 

South Korea decided to join the OECD in respond to globalization, and accepted 

the values and rules of the OECD as a "global standard". After Korea's accession 

to the OECD, the small but certain changes began to consider the OECD DAC as 

the standards of aid policy. In the mid ・2000s, the recognition existed inside the 

Korean government: entering OECD DAC would mean the obligation as developed 

country. 

On the other hand, Central and Eastern European countries after the Cold War 

received financial support from the EU and international organizations on the 

condition that transformation from socialism to capitalism. For the Central and 

Eastern European countries, it was a first step of globalization accepting the new 

systems for the EU accession. The four countries of Central and Eastern Europe 

(Czech, Poland, Slovakia, and Slovenia) received supports to establish and 

implement aid policies from the EU, international organizations and other DAC 

donor countries. Especially the EU had critical role in these processes, since the 

development assistance policy was one of the conditions for accession to the EU. 

These four countries'accession to the OECD DAC was a predictable result, from 

the history which received the supports related aid policies of the western donor 

community. 

South Korea and the Central and Eastern European countries have different 

historical backgrounds but there is one common factor that they became the OECD 

DAC member countries as the result of taking part in the OECD and EU's 

framework by globalization. 

Key Words: emerging donor, globalization, DAG-member, South Korea, Central and 

Eastern European countries 

34 


	a027
	a028
	a029
	a030
	a031
	a032
	a033
	a034
	a035
	a036
	a037
	a038
	a039
	a040
	a041
	a042
	a043
	a044

